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平成30年度診療報酬改定は小児看護にどのような影響を与えるか
～人生100年時代を見据えた社会の実現に向けた取り組み～



地域包括ケアシステム

・2025年の医療需要と病床の必要量を地域ごとに推計

・高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能に
病床は区分される

・在宅での医療、介護が前提

ときどき入院 ほぼ在宅



高齢者と小児の地域包括ケアシステム

高齢者同様の地域包括ケアシステム
を検討した場合、小児在宅の必要性

が提言されている

引用:小児在宅医療の現状と問題点の共有
（厚生労働省）



引用:在宅医療の仕組み（厚生労働省）

小児の地域包括ケアシステム

かかりつけ医との
W主治医
もしくは、

検査等を比較的
容易に依頼できる
施設の必要性が
上がっている



医療計画上で求められる小児医療の指標
地域で標榜している診療・病院が減少傾向、
維持を目標に展開しなくてはならない

1～3次医療が
集中している



総合入院体制加算による評価
高度急性期・急性期病院のシンボルとなる施設基準

小児科の標榜は維持を目的
としていると考えられる



入退院支援の評価

入院の時からチェック！！

〇育児・養育の不安
（経済面の不安も含む）

〇育児・養育協力者がいない
又は少ない
（虐待の疑い含む）など

退院が円滑にできるように、早期から多職種でかかわります



更なる地域包括ケアシステムの構築に向けて



入院先の看護師が訪問する
ことで、患者が安心して、
在宅ケアに移行しやすくなる



Ⅱ－１－５ 小児医療・周産期医療、救急医療の充実

⑥ 精神疾患を合併した妊産婦への指導管理に係る評価

第１ 基本的な考え方 ： 精神疾患を合併した妊産婦（ハイリスク
妊産婦）に対して、産科、精神科及び自治体の多職種が連携して
患者の外来診療を行う場合の評価を新設。

第２ 具体的な内容

B005-10-1 ハイリスク妊産婦連携指導料１ 1,000点１（月１回）

対象：妊婦又は出産後２ヵ月以内であるもの

B005-10-2 ハイリスク妊産婦連携指導料２ 750点（月1回）

対象：妊婦又は出産後６ヵ月以内であるもの

＊同一の保健医療機関において、同一の患者につき、指導料１・２
を算定することはできない。

平成30年度の診療報酬改定
【新設】 ハイリスク妊産婦連携指導料

産科で
取れる

精神科
で取れ
る
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